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事業名

事 業
期 間

根 拠
法 令

平成12年度～

会計 款 項 目

一般会
計

社会福
祉費

民生費 障害者福祉費

説明事業

ホームヘルプサービス事業費

戦略項目

担当名:担当名:地域生活支援担当

１・２　障害者自立支援法(障害者総合支援法)第94条第1項

３・４　障害者自立支援法(障害者総合支援法)第78条 020203　障害者の自立・生活支援

予算額

決定額 △5,287△5,287

現計額 2,135,3412,135,341

△2,644△2,644

146,515146,515

△2,643△2,643

1,988,8261,988,826

2,130,0542,130,054

補正後の
予算額

財　　源　　内　　訳

国庫支出金
一般財源

番号

ホームヘルプサービス事業費

１　事業概要

　障害者の自立した地域生活を支援するため、ホームヘ

ルプサービス等を提供した市町村に対して費用の一部を

補助する。

  また従事者の養成研修を実施する。

１　ホームヘルプサービス事業　　　　　　　　－

２　サービス利用計画作成　　　　 　　　　　 －

３　専門分野従事者養成研修事業　　 　　　△5,287

４　重度障害者に係る市町村特別支援事業　　　－

２　事業主体及び負担区分

１・２事業主体：市町村

　　　負担割合：国1/2 （県1/4） 市町村1/4

３　　事業主体：県　　　負担割合：(国1/2　県1/2)

４　　事業主体：市町村　負担割合：(国2/3　県1/3)

３　地方財政措置の状況

第四節　厚生労働費

　第二款　社会福祉費

　　４　障害者自立支援費

４　事業費に係る人件費、組織の新設、改廃及び増員

(人件費)　14,250千円(1.5人)

５　事業説明
（１）目的：障害者の自立した地域生活を支援するため、ホームヘルプサービス等の充実を図る。

（２）必要性：障害者の自立した生活を支援するとともに、介護者の負担の軽減を図る必要がある。

（３）効果：障害者の在宅での自立した生活が可能になり、生活の質が向上する。

 (４) 変更事項（前年度から変更した内容）：
　　　「単位事業５　審査支払システム」を廃止

（５）事業計画（目標、達成水準、今後の計画等）：
　　　ホームヘルプサービスの見込量（月間）

      平成２３年度：168,220時間
　　　平成２２年度：152,452時間

　　　平成２４年度：185,618時間（見込）
　　　平成２５年度：249,854時間（予定）

（６）補正理由
　　　専門分野従事者養成研修　　当初：13,031千円　執行見込：7,744千円　補正要求：△5,287千円
　　　経費節減により、報償費および委託料が減少する見込み。

(単位：千円)

分野施策


